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長崎県教育委員会教育長 前川謙介は、長崎県教育委員会内部統制に関する基本方針に基づ

き、令和５年度の取組状況について評価を行いましたので、次のとおり報告します。

１．内部統制制度の導入の経緯

  令和２年４月の改正地方自治法の施行に伴い、都道府県における内部統制の導入が義務化

され、知事部局では令和２年度から取組を開始しておりました。教育委員会については、制

度適用の義務はありませんが、ガバナンスの強化は喫緊の課題であることから、知事部局の

取組を参考に、教育委員会において独自に取り組む内部統制について「リスクマネジメント」

と呼称し、令和４年度から教育庁及び地方機関、学校を除く教育機関において「教育庁リス

クマネジメント」の名称で取組を実施しております。

また、県立学校においても同様の取組として令和５年度から「長崎県立学校リスクマネジ

メント」として内部統制制度を導入し、「長崎県立学校リスクマネジメント実施要領」に基

づき実施しております。

２．取組手順

  リスクマネジメントの対象事務は、地方自治法で規定されている「財務に関する事務」を

中心とし、業務上のミスがあらかじめ想定されるものをリスクとして洗い出し、そのリスク

への対応策を整備・運用し、評価を実施いたしました。

なお、評価対象期間については令和５年４月１日から令和６年３月３１日までとし、評価

基準日については、令和６年３月３１日といたしました。

３．取組内容

（１）教育庁リスクマネジメント

  各職員及び各所属の具体的な取組のよりどころとなる全庁的な規則や指針を策定し運用し

ていく「全庁的なリスクマネジメント」と、契約事務等に関する「業務レベルのリスクマネ

ジメント」について、取組を実施いたしました。

このうち、「業務レベルのリスクマネジメント」では、教育政策課が設定した「全庁的な

共通リスク」と、各所属で設定した「個別リスク」の２つに分け、それぞれについて取組を

実施いたしました。

（２）県立学校リスクマネジメント

教育庁リスクマネジメントと同様に各職員及び各所属の具体的な取組のよりどころとなる

総括的な規則や指針を策定し運用していく「全体的なリスクマネジメント」のほか、契約

事務等に関する「業務レベルのリスクマネジメント」について、取組を実施いたしました。
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このうち、「業務レベルのリスクマネジメント」では、教育政策課が設定した以下のテー

マを「共通リスク」とし、取組を実施いたしました。

＜共通リスク テーマ＞

・委託契約事務の適正化

・県費外物品管理の適正化

４．取組結果

（１）教育庁リスクマネジメント

  「全庁的なリスクマネジメント」については、評価項目のそれぞれに対応する取組内容を

確認した結果、評価基準日において有効に整備され、評価対象期間において有効に運用され

ているものと評価いたしました。

また「業務レベルのリスクマネジメント」について、各所属の取組状況を確認した結果、

全庁的な共通リスク・個別リスクともに不備なく評価基準日において有効に整備され、評価

対象期間において有効に運用されているものと評価いたしました。

（２）県立学校リスクマネジメント

  「全体的なリスクマネジメント」については、評価項目のそれぞれに対応する取組内容を

確認した結果、評価基準日において有効に整備され、評価対象期間において有効に運用され

ているものと評価いたしました。

一方、「業務レベルのリスクマネジメント」については、財務関係テーマの「委託契約事

務の適正化」に関する整備上の重大なもの以外の不備が１件、運用上の重大なもの以外の不

備が４件確認されました。また、物品関係テーマの「県費外物品管理の適正化」に関する運

用上の重大なもの以外の不備が６件確認されました。

  このため、業務レベルのリスクマネジメントでは一部の所属については有効に整備・運用

されていないと評価し、その他の所属については評価基準日において有効に整備され、評価

対象期間において有効に運用されているものと評価いたしました。

５．不備に対する是正措置及び今後の取組

教育庁においては、今回各所属におけるリスクマネジメントに対する取組推進により適正な

処理への是正が行われており、リスクマネジメント制度は不備なく有効に整備・運用されてい

るものと評価いたしました。

また、県立学校においては今回確認された不備に対し、該当所属では自ら改善策を検討し、

再発防止に向けて取り組んでおります。

今回の評価手続きにより判明した不備については、いずれも重大な不備と認められる事案は
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確認されませんでしたが、そのほとんどがそれぞれのリスクに応じてあらかじめ整備した対応

策を着実に実行していれば基本的に防ぐことができたものと考えられます。引き続き、過剰な

業務負担とならないよう注意しつつ、各所属においてリスク対応策を確実に実行することによ

り類似事案や不適正な会計処理による不祥事の発生を防ぎ、今後とも適正な財務事務の執行に

努めて参ります。

令和６年１１月１２日   長崎県教育委員会教育長 前川 謙介
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１． リスクマネジメントの整備及び運用に関する事項

≪内部統制とは≫

①業務の効率的かつ効果的な遂行、②財務報告等の信頼性の確保、③業務に関わる法令等

の順守、④資産の保全の４つの目的が達成されないリスクを一定の水準以下に抑えること

を確保するために、業務に組み込まれ、組織内の全ての者によって遂行されるプロセスを

いう。（総務省ガイドラインより抜粋）

⇒教育委員会には法律上の義務はないが、教育委員会独自の取組として内部統制制度を

『リスクマネジメント』として実施する。

≪取組手順等≫

（１）リスクの洗い出し       

（２）リスクの識別・評価・選定   

（３）リスク対応策の整備・運用

（４）評価の実施

   評価に際しては、「長崎県教育庁リスクマネジメント実施要領（令和４年７月策定）」

及び「長崎県立学校リスクマネジメント実施要領（令和５年７月策定）」に定める「評

価にかかる各種定義・評価基準等」に沿って評価を実施した。

≪主な取組内容≫

・令和４年５月 「長崎県教育委員会内部統制に関する基本方針」を策定。

  ・令和４年７月 「長崎県教育庁リスクマネジメント実施要領」を策定。

  ・令和５年７月 「長崎県立学校リスクマネジメント実施要領」を策定。

対応策策定における考え方（⇒仕組化を検討）

・リスクの原因を根本的になくす（又は低減する）

・リスクを早期に発見できる（気付く）ような仕組みをつくる

・新たな手間を極力増やさない

評価区分 整備状況 運用状況

・リスク対応策が整備されているか ・適正な運用が図られていない結果、

・リスク対応策が適正に適用されているか 　不適切な事項が発生していないか

・リスク対応策が機能しているか

・過大な負担につながっていないか

・課題等がある場合、リスク対応策の改善等を図っているか

・内部統制（＝対応策）が存在しない ・整備段階で意図した効果が得られておらず、

・規定されている方針及び手続きでは 　結果として不適切な事項が発生させた事実

　内部統制の目的を十分に果たせない

・規定されている方針及び手続きが適正に

　適用されていない

不適切な事項

【定義】
・全庁的な内部統制の評価項目に照らして著し
く不適切であり、大きな経済的・社会的な不利
益を生じさせる蓋然性が高いもの

【定義】
・不適切なリスクが実際に発生したことによ
り、結果的に、大きな経済的・社会的な不利益
を生じさせたもの

評価の視点

重大な不備の要件

【具体的な判断基準（目安）】
①大きな経済的な不利益
　・県又は県民が100万円（※）を超える損失等を受ける（可能性が高い）もの
　（※県の義務に属する損害賠償のうち、知事の専決範囲を超える金額）
②大きな社会的な不利益
　・他で発生した同様の事例によれば、全国規模で報道される可能性が高く、県の信用の失墜に
　　つながる（可能性が高い）もの
　・単なる誤謬ではなく、故意による意図的な不正であるもの
　・誤謬によるものであっても、県の業務遂行への影響が大きいもの
　・県民の生命・安全、財産・権利等を著しく脅かすおそれのあるもの
【重大な不備の例】
　・システムダウンやコンピュータウイルス感染
　・事件（不正要求など）
　・書類の偽造・隠蔽、個人情報の漏えい・紛失、不正アクセス
　・勤務時間の過大報告、カラ出張
　・収賄・横領、過大計上、架空計上、過少計上
　・不正による財務データの改ざん　など

不備の要件

・法令、例規、ルール等に反するもので、各種監査（監査委員監査、包括外部監査、会計監督検査
等）において不適切なものとして指摘を受けた又はそれらに順ずる事項
・県民に対して不利益を与えた事項
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２．全庁的（全体的）なリスクマネジメントに関する事項

（１）全庁的（全体的）なリスクマネジメントの考え方

  本報告書中、教育庁リスクマネジメントにおける「全庁的なリスクマネジメント」と、県立

学校リスクマネジメントにおける「全体的なリスクマネジメント」を合わせて「全庁的（全体

的）なリスクマネジメント」と呼称し、「全庁的（全体的）なリスクマネジメント」とは、リ

スクマネジメントの取組を実行に移すため、各職員及び各所属の具体的な取組のよりどころと

なる全体的な規則や指針等を策定し、運用していくものである。

（２）全庁的（全体的）なリスクマネジメントの評価

   全庁的（全体的）なリスクマネジメントの有効性の評価は、評価基準日（令和６年３月

３１日）における整備上の不備の有無及び評価対象期間（令和５年４月１日から令和６年

３月３１日まで）における運用上の不備の有無によって判断した。

   その結果、リスクマネジメントの基本的要素である「統制環境」、「リスクの評価と対応」

「統制活動」、「情報と伝達」、「モニタリング」及び「ＩＣＴへの対応」について、整備及

び運用上の不備は確認されず、全庁的なリスクマネジメントは、評価基準日において有効

に整備され、評価対象期間において有効に運用されていると評価した。

  

◇「全庁的（全体的）なリスクマネジメント」の取組状況

ア 統制環境

   教育長説示による教示や、関係通達による県立学校向けの周知、リスクマネジメントの

目的及び方向性を定めた「長崎県教育委員会内部統制に関する基本方針」等により、組織

としての姿勢表明を行うことで、適切な統制環境を整備するとともにリスクマネジメント

の目的達成に向けた組織・体制の整備や人事管理を実施している。

（ⅰ）全庁的なリスクマネジメント

整備状況 運用状況

1-1
長は、地方公共団体が事務を適正に管理及び執行するう
えで、誠実性と倫理観が重要であることを自らの指示、
行動及び態度で示しているか

〇教育長説示による教示
〇職場内ミーティングの実施

不備なし 不備なし

1-2

長は、自らが組織に求める誠実性と倫理観を職員の行動
及び意思決定の指針となる具体的な行動基準等として定
め、職員及び外部委託先並びに住民等の理解を促進して
いるか

〇内部統制に関する基本方針の庁内向け周知 不備なし 不備なし

1-3
長は、行動基準等の遵守状況に係る評価プロセスを定
め、職員等が逸脱した場合には、適時にそれを把握し、
適切に是正措置を講じているか

〇人事評価制度の運用
〇法令違反等通報制度の運用

不備なし 不備なし

2-1
長は、内部統制の目的を達成するために適切な組織構造
について検討を行っているか

〇組織体制の整備・見直し 不備なし 不備なし

2-2
長は、内部統制の目的を達成するため、職員、部署及び
各種の会議体等について、それぞれの役割、責任及び権
限を明確に設定し、適時に見直しを図っているか

〇組織体制の整備・見直し 不備なし 不備なし

3-1
長は、内部統制の目的を達成するために、必要な能力を
有する人材を確保及び配置し、適切な指導や研修等によ
り能力を引き出すことを支援しているか

〇人事評価制度の運用
〇職員研修の実施
〇財務会計事務研修への参加

不備なし 不備なし

3-2
長は、職員等の内部統制に対する責任の履行について、
人事評価等により動機付けを図るとともに、逸脱行為に
対する適時かつ適切な対応を行っているか

〇人事評価制度の運用 不備なし 不備なし

評価結果基本的
要素

評価の基本的な考え方 評価項目 取組内容

統制環境

1
長は、誠実性と倫理観に
対する姿勢を表明してい
るか

2

長は、内部統制の目的を
達成するに当たり、組織
構造、報告経路及び適切
な権限と責任を確立して
いるか

3

長は、内部統制の目的を
達成するにあたり、適切
な人事管理及び教育研修
を行っているか
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（ⅱ）全体的なリスクマネジメント

イ リスクの評価と対応

  「長崎県教育委員会内部統制に関する基本方針」の周知によりリスクマネジメント制度

の目的を教育委員会全体で理解・共有するとともに、「長崎県教育庁リスクマネジメント

実施要領」及び「長崎県立学校リスクマネジメント実施要領」を策定し、リスクの識別・

評価から対応までの具体的なプロセス等を明示するほか、「リスク対応策策定における考

え方」を示すことで、リスクを適切に識別、分類、分析と評価、対応する環境を整備して

いる。

（ⅰ）全庁的なリスクマネジメント

整備状況 運用状況

4-1

組織は、個々の業務に係るリスクを識別し、評価と対応
を行うため、業務の目的及び業務に配分することのでき
る人員等の資源について検討を行い、明確に示している
か

〇内部統制に関する基本方針の庁内向け周知
〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の庁内向け周知

不備なし 不備なし

4-2
組織は、リスクの評価と対応のプロセスを明示するとと
もに、それに従ってリスクの評価と対応が行われること
を確保しているか

〇内部統制に関する基本方針の庁内向け周知
〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の庁内向け周知

不備なし 不備なし

5-1
組織は、各部署において、当該部署における内部統制に
係るリスクの識別を網羅的に行っているか

〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の庁内向け周知
〇「全庁的な共通リスク」、「財務に関する事務にお
いて想定されるリスク一覧」を庁内に提示し網羅的な
検討を要請

不備なし 不備なし

5-2

組織は、識別されたリスクについて、以下のプロセスを
実施しているか
1）リスクが過去に経験したものであるか否か、全庁的
なものであるか否かを分類する
2）リスクを質的及び量的（発生可能性と影響度）な重
要性によって分析する
3）リスクに対していかなる対応策を採るかの評価を行
う
4）リスクの対応策を具体的に特定し、内部統制を整備
する

〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の庁内向け周知
〇各所属固有のリスクについて「様式２：リスク評
価・対応シート」を提示し一連のプロセスに沿った対
応を依頼

不備なし 不備なし

5-3
組織は、リスク対応策の特定に当たって、費用対効果を
勘案し、過剰な対応策を採っていないか検討するととも
に、事後的に、その対応策の適切性を検討しているか

〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の庁内向け周知
〇リスク対応策の整備に関する考え方を示し、過剰な
対応策とならないよう注意喚起

不備なし 不備なし

6

組織は、内部統制の目的
に係るリスクの評価と対
応のプロセスにおいて、
当該組織に生じうる不正
の可能性について検討し
ているか

6-1

組織において、自らの地方公共団体において過去に生じ
た不正及び他の団体等において問題となった不正等が生
じる可能性について検討し、不正に対する適切な防止策
を策定するとともに、不正を適時に発見し、適切な事後
対応策を採るための体制の整備を図っているか

〇会計課の通知等、不適切事務処理の情報や再発防止
策に関する情報を庁内で共有

不備なし 不備なし

評価結果基本的
要素

評価の基本的な考え方 評価項目 取組内容

リスクの評
価と対応

4

組織は、内部統制の目的
に係るリスクの評価と対
応ができるように、十分
な明確さを備えた目標を
明示し、リスク評価と対
応のプロセスを明確にし
ているか

5

組織は、内部統制の目的
に係るリスクについて、
それらを識別し、分類
し、分析し、評価すると
ともに、評価結果に基づ
いて、必要に応じた対応
を採っているか

整備状況 運用状況

1-1
長は、地方公共団体が事務を適正に管理及び執行するう
えで、誠実性と倫理観が重要であることを自らの指示、
行動及び態度で示しているか

〇教職員の綱紀の保持についての通達の県立学
校向け周知
〇職場内ミーティングの実施

不備なし 不備なし

1-2

長は、自らが組織に求める誠実性と倫理観を職員の行動
及び意思決定の指針となる具体的な行動基準等として定
め、職員及び保護者等並びに住民等の理解を促進してい
るか

〇内部統制に関する基本方針の県立学校向け周知 不備なし 不備なし

1-3
長は、行動基準等の遵守状況に係る評価プロセスを定
め、職員等が逸脱した場合には、適時にそれを把握し、
適切に是正措置を講じているか

〇人事評価制度の運用
〇法令違反等通報制度の運用

不備なし 不備なし

2-1
長は、内部統制の目的を達成するために適切な組織構造
について検討を行っているか

〇組織体制の整備・見直し 不備なし 不備なし

2-2
長は、内部統制の目的を達成するため、職員、部署及び
各種の会議体等について、それぞれの役割、責任及び権
限を明確に設定し、適時に見直しを図っているか

〇組織体制の整備・見直し 不備なし 不備なし

3-1
長は、内部統制の目的を達成するために、必要な能力を
有する人材を確保及び配置し、適切な指導や研修等によ
り能力を引き出すことを支援しているか

〇人事評価制度の運用
〇職員研修の実施
〇財務会計事務研修への参加

不備なし 不備なし

3-2
長は、職員等の内部統制に対する責任の履行について、
人事評価等により動機付けを図るとともに、逸脱行為に
対する適時かつ適切な対応を行っているか

〇人事評価制度の運用 不備なし 不備なし

統制環境

1
長は、誠実性と倫理観に
対する姿勢を表明してい
るか

2

長は、内部統制の目的を
達成するに当たり、組織
構造、報告経路及び適切
な権限と責任を確立して
いるか

3

長は、内部統制の目的を
達成するにあたり、適切
な人事管理及び教育研修
を行っているか

基本的
要素

評価の基本的な考え方 評価項目 取組内容
評価結果
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（ⅱ）全体的なリスクマネジメント

ウ 統制活動

「長崎県教育庁リスクマネジメント実施要領」及び「長崎県立学校リスクマネジメント

実施要領」に基づき、推進部局は、各所属における業務レベルのリスク対応策を集約・把

握するとともに、評価部局は、その整備及び運用状況について、各所属による自己評価結

果に対する独立的評価を実施することとしており、組織として適切にリスクマネジメント

に取り組む体制を整備している。

（ⅰ）全庁的なリスクマネジメント

整備状況 運用状況

4-1

組織は、個々の業務に係るリスクを識別し、評価と対応
を行うため、業務の目的及び業務に配分することのでき
る人員等の資源について検討を行い、明確に示している
か

〇内部統制に関する基本方針の県立学校向け周知
〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の県立学校向け周
知

不備なし 不備なし

4-2
組織は、リスクの評価と対応のプロセスを明示するとと
もに、それに従ってリスクの評価と対応が行われること
を確保しているか

〇内部統制に関する基本方針の県立学校向け周知
〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の県立学校向け周
知

不備なし 不備なし

5-1
組織は、各部署において、当該部署における内部統制に
係るリスクの識別を網羅的に行っているか

〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の県立学校向け周
知
〇「全庁的な共通リスク」、「財務に関する事務にお
いて想定されるリスク一覧」を県立学校に提示し網羅
的な検討を要請

不備なし 不備なし

5-2

組織は、識別されたリスクについて、以下のプロセスを
実施しているか
1）リスクが過去に経験したものであるか否か、全庁的
なものであるか否かを分類する
2）リスクを質的及び量的（発生可能性と影響度）な重
要性によって分析する
3）リスクに対していかなる対応策を採るかの評価を行
う
4）リスクの対応策を具体的に特定し、内部統制を整備
する

〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の県立学校向け周
知
〇各県立学校固有のリスクについて「様式：リスク対
応状況シート」を提示し一連のプロセスに沿った対応
を依頼

不備なし 不備なし

5-3
組織は、リスク対応策の特定に当たって、費用対効果を
勘案し、過剰な対応策を採っていないか検討するととも
に、事後的に、その対応策の適切性を検討しているか

〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の県立学校向け周
知
〇リスク対応策の整備に関する考え方を示し、過剰な
対応策とならないよう注意喚起

不備なし 不備なし

6

組織は、内部統制の目的
に係るリスクの評価と対
応のプロセスにおいて、
当該組織に生じうる不正
の可能性について検討し
ているか

6-1

組織において、自らの地方公共団体において過去に生じ
た不正及び他の団体等において問題となった不正等が生
じる可能性について検討し、不正に対する適切な防止策
を策定するとともに、不正を適時に発見し、適切な事後
対応策を採るための体制の整備を図っているか

〇会計課の通知等、不適切事務処理の情報や再発防止
策に関する情報を県立学校内で共有

不備なし 不備なし

リスクの評
価と対応

4

組織は、内部統制の目的
に係るリスクの評価と対
応ができるように、十分
な明確さを備えた目標を
明示し、リスク評価と対
応のプロセスを明確にし
ているか

5

組織は、内部統制の目的
に係るリスクについて、
それらを識別し、分類
し、分析し、評価すると
ともに、評価結果に基づ
いて、必要に応じた対応
を採っているか

基本的
要素

評価の基本的な考え方 評価項目 取組内容
評価結果

整備状況 運用状況

7-1
組織は、リスクの評価と対応において決定された対応策
について、各部署において、実際に指示どおりに実施さ
れているか

〇業務レベルのリスクマネジメントの整備・運用状況
の自己評価及び評価部局による評価の実施

不備なし 不備なし

7-2
 組織は、各職員の業務遂行能力及び各部署の資源等を
踏まえ、統制活動についてその水準を含め適切に管理し
ているか

〇業務レベルのリスクマネジメントの整備・運用状況
の自己評価及び評価部局による評価の実施

不備なし 不備なし

8-1

組織は、内部統制の目的に応じて、以下の事項を適切に
行っているか
1）権限と責任の明確化
2）職務の分離
3）適時かつ適切な承認
4）業務の結果の検討

〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の庁内向け周知
〇長崎県教育庁決裁規程等を関係例規を適切に運用

不備なし 不備なし

8-2
組織は、内部統制に係るリスク対応策の実施結果につい
て、担当者による報告を求め、事後的な評価及び必要に
応じた是正措置を行っているか

〇業務レベルのリスクマネジメントの整備・運用状況
の自己評価及び評価部局による評価の実施

不備なし 不備なし

評価結果基本的
要素

評価の基本的な考え方 評価項目 取組内容

統制活動

7

組織は、リスクの評価及
び対応において決定され
た対応策について、各部
署における状況に応じた
具体的な内部統制の実施
とその結果の把握を行っ
ているか

8

組織は、権限と責任の明
確化、職務の分離、適時
かつ適切な承認、業務の
結果の検討等についての
方針及び手続を明示し適
切に実施しているか
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（ⅱ）全体的なリスクマネジメント

エ 情報と伝達

  決裁規程や関係規定を適切に運用し、組織としての意思決定の過程で必要なチェックが

行われる仕組みとすること等により、信頼性のある情報が作成される体制を構築している

ほか、法令違反等通報制度の整備、行政運営上必要な最新の行政情報取得サービスの活用

等により、正確な情報の入手に努めるとともに、定期的な庁内連絡会議や職員会議の実施

など、組織内での情報の伝達・共有に向けた取組を実施している。

（ⅰ）全庁的なリスクマネジメント

（ⅱ）全体的なリスクマネジメント

整備状況 運用状況

9-1
組織は、必要な情報について、信頼ある情報が作成され
る体制を構築しているか

〇長崎県教育庁決裁規程を適切に運用
〇中央省庁、他団体からの情報収集体制の整備（東京
事務所の活用、他団体等との人事交流）

不備なし 不備なし

9-2
組織は、必要な情報について、費用対効果を踏まえつ
つ、外部からの情報を活用することを図っているか

〇附属機関、私的諮問機等の設置
〇法令違反等通報制度
〇パブリックコメント制度
〇iJAMPなどの行政情報提供の活用、情報収集

不備なし 不備なし

9-3
組織は、住民の情報を含む、個人情報等について、適切
に管理を行っているか

〇個人情報保護制度にかかる職員研修への参加
〇e-ラーニングシステムによる職員研修への参加

不備なし 不備なし

10-1

組織は、作成された情報及び外部から入手した情報が、
それらを必要とする部署及び職員に適時かつ適切に伝達
されるような体制を構築しているか

〇課長会議の定期開催
〇法令違反等通報制度の運用

不備なし 不備なし

10-2

組織は、組織内における情報提供及び組織外からの情報
提供に対して、かかる情報が適時かつ適切に利用される
体制を構築するとともに、当該情報提供をしたことを理
由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制を構築しているか

〇法令違反等通報制度
〇情報セキュリティ研修への参加や長崎県情報セキュ
リティ基本方針及び長崎県情報セキュリティ対策基準
に基づいた適切な運用を実施

不備なし 不備なし

評価結果基本的
要素

評価の基本的な考え方 評価項目 取組内容

情報と伝達

9
組織は、内部統制の目的
に係る信頼性のある十分
な情報を作成しているか

10

組織は、組織内外の情報
について、その入手、必
要とする部署への伝達及
び適切な管理の方針と手
続を定めて実施している
か

整備状況 運用状況

9-1
組織は、必要な情報について、信頼ある情報が作成され
る体制を構築しているか

〇長崎県教育長の権限に属する事務の委任等に関する
規程及び長崎県立学校処務規程等を適切に運用
〇校長会、教頭会、事務長会等からの情報収集体制の
整備

不備なし 不備なし

9-2
組織は、必要な情報について、費用対効果を踏まえつ
つ、外部からの情報を活用することを図っているか

〇法令違反等通報制度
〇学校評価の活用、情報収集

不備なし 不備なし

9-3
組織は、生徒、保護者等の情報を含む、個人情報等につ
いて、適切に管理を行っているか

〇個人情報保護制度にかかる職員研修への参加
〇e-ラーニングシステムによる職員研修への参加

不備なし 不備なし

10-1

組織は、作成された情報及び外部から入手した情報が、
それらを必要とする部署及び職員に適時かつ適切に伝達
されるような体制を構築しているか

〇職員会議の定期開催
〇法令違反等通報制度の運用

不備なし 不備なし

10-2

組織は、組織内における情報提供及び組織外からの情報
提供に対して、かかる情報が適時かつ適切に利用される
体制を構築するとともに、当該情報提供をしたことを理
由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制を構築しているか

〇法令違反等通報制度
〇情報セキュリティ研修への参加や長崎県立学校情報
セキュリティポリシーに基づいた適切な運用を実施

不備なし 不備なし

情報と伝達

9
組織は、内部統制の目的
に係る信頼性のある十分
な情報を作成しているか

10

組織は、組織内外の情報
について、その入手、必
要とする部署への伝達及
び適切な管理の方針と手
続を定めて実施している
か

基本的
要素

評価の基本的な考え方 評価項目 取組内容
評価結果

整備状況 運用状況

7-1
組織は、リスクの評価と対応において決定された対応策
について、各部署において、実際に指示どおりに実施さ
れているか

〇業務レベルのリスクマネジメントの整備・運用状況
の自己評価及び評価部局による評価の実施

不備なし 不備なし

7-2
 組織は、各職員の業務遂行能力及び各部署の資源等を
踏まえ、統制活動についてその水準を含め適切に管理し
ているか

〇業務レベルのリスクマネジメントの整備・運用状況
の自己評価及び評価部局による評価の実施

不備なし 不備なし

8-1

組織は、内部統制の目的に応じて、以下の事項を適切に
行っているか
1）権限と責任の明確化
2）職務の分離
3）適時かつ適切な承認
4）業務の結果の検討

〇リスクマネジメント実施要領（リスクの識別・評価
及び対応策の策定にかかる基準等）の県立学校向け周
知
〇長崎県教育長の権限に属する事務の委任等に関する
規程及び長崎県立学校処務規程等の関係例規を適切に
運用

不備なし 不備なし

8-2
組織は、内部統制に係るリスク対応策の実施結果につい
て、担当者による報告を求め、事後的な評価及び必要に
応じた是正措置を行っているか

〇業務レベルのリスクマネジメントの整備・運用状況
の自己評価及び評価部局による評価の実施

不備なし 不備なし

統制活動

7

組織は、リスクの評価及び
対応において決定された対
応策について、各部署にお
ける状況に応じた具体的な
内部統制の実施とその結果
の把握を行っているか

8

組織は、権限と責任の明
確化、職務の分離、適時
かつ適切な承認、業務の
結果の検討等についての
方針及び手続を明示し適
切に実施しているか

基本的
要素

評価の基本的な考え方 評価項目 取組内容
評価結果
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オ モニタリング

   「長崎県教育庁リスクマネジメント実施要領」及び「長崎県立学校リスクマネジメント

実施要領」において、各所属における業務レベルのリスク対応策の整備及び運用状況につ

いて、自己評価の実施を定めており、所属において決定されたリスクマネジメントの整備

及び運用状況に係る自己評価の結果を評価部局へ提出することとしている。

   評価部局は、各所属における自己評価の結果を踏まえ、独立的評価を行うことで、モニ

タリングを実施する仕組みとなっている。

（ⅰ）全庁的なリスクマネジメント

（ⅱ）全体的なリスクマネジメント

カ ＩＣＴへの対応

   県が定める「長崎県情報セキュリティ基本方針」や「長崎県情報セキュリティ対策基準」

等に基づき、必要な業務システム等のＩＣＴ環境の整備・運用に努めている。

（ⅰ）全庁的なリスクマネジメント

（ⅱ）全体的なリスクマネジメント

整備状況 運用状況

11-1

組織は、内部統制の整備及び運用に関して、組織の状況
に応じたバランスの考慮の下で、日常的モニタリングお
よび独立的評価を実施するとともに、それに基づく内部
統制の是正及び改善等を実施しているか

〇業務レベルのリスクマネジメントの整備・運用状況
の自己評価及び評価部局による評価の実施

不備なし 不備なし

11-2

モニタリング又は監査委員等の指摘により発見された内
部統制の不備について、適時に是正及び改善の責任を負
う職員へ伝達され、その対応状況が把握され、モニタリ
ング部署又は監査委員等に結果が報告されているか

〇監査指摘事項等に対する講じた措置の提出
〇定期監査結果研修会への参加

不備なし 不備なし

取組内容
評価結果

モニタリン
グ

11

組織は、内部統制の基本
的要素が存在し、機能し
ていることを確かめるた
めに、日常的モニタリン
グ及び独立的評価を行っ
ているか

基本的要素 評価の基本的な考え方 評価項目

整備状況 運用状況

11-1

組織は、内部統制の整備及び運用に関して、組織の状況
に応じたバランスの考慮の下で、日常的モニタリングお
よび独立的評価を実施するとともに、それに基づく内部
統制の是正及び改善等を実施しているか

〇業務レベルのリスクマネジメントの整備・運用状況
の自己評価及び評価部局による評価の実施

不備なし 不備なし

11-2

モニタリング又は監査委員等の指摘により発見された内
部統制の不備について、適時に是正及び改善の責任を負
う職員へ伝達され、その対応状況が把握され、モニタリ
ング部署又は監査委員等に結果が報告されているか

〇監査指摘事項等に対する講じた措置の提出
〇定期監査結果研修会への参加

不備なし 不備なし

モニタリン
グ

11

組織は、内部統制の基本
的要素が存在し、機能し
ていることを確かめるた
めに、日常的モニタリン
グ及び独立的評価を行っ
ているか

基本的要素 評価の基本的な考え方 評価項目 取組内容
評価結果

整備状況 運用状況

12-1
組織は、組織を取り巻くICT 環境に関して、いかなる対
応を図るかについての方針及び手続を定めているか

〇スマート県庁推進課が県庁（教育委員会を含む）を
対象とした長崎県情報セキュリティ基本方針及び長崎
県情報セキュリティ対策基準を定めている。

不備なし 不備なし

12-2

内部統制の目的のために、当該組織における必要かつ十
分なICT の程度を検討した上で、適切な利用を図ってい
るか

〇長崎県情報セキュリティ基本方針及び長崎県情報セ
キュリティ対策基準に基づいた適切な運用を実施

不備なし 不備なし

12-3

組織は、ICT の全般統制として、システムの保守及び運
用の管理、システムへのアクセス管理並びにシステムに
関する外部業者との契約管理を行っているか

〇長崎県情報セキュリティ基本方針及び長崎県情報セ
キュリティ対策基準に基づいて外部業者との契約を実
施

不備なし 不備なし

12-4

組織は、ICT の業務処理統制として、入力される情報の
網羅性や正確性を確保する統制、エラーが生じた場合の
修正等の統制、マスター・データの保持管理等に関する
体制を構築しているか

〇長崎県情報セキュリティ基本方針及び長崎県情報セ
キュリティ対策基準に基づいて重要性分類に応じた情
報資産の管理を実施

不備なし 不備なし

取組内容
評価結果

ICTへの対
応

12

組織は、内部統制の目的
に係るICT 環境への対応
を検討するとともに、ICT
を利用している場合に
は、ICTの利用の適切性を
検討するとともに、ICT
の統制を行っているか

基本的要素 評価の基本的な考え方 評価項目

整備状況 運用状況

12-1
組織は、組織を取り巻くICT 環境に関して、いかなる対
応を図るかについての方針及び手続を定めているか

〇教育政策課（情報化推進班）が県立学校を対象とし
た長崎県立学校情報セキュリティポリシーを定めてい
る。

不備なし 不備なし

12-2

内部統制の目的のために、当該組織における必要かつ十
分なICT の程度を検討した上で、適切な利用を図ってい
るか

〇長崎県立学校情報セキュリティポリシーに基づいた
適切な運用を実施

不備なし 不備なし

12-3

組織は、ICT の全般統制として、システムの保守及び運
用の管理、システムへのアクセス管理並びにシステムに
関する外部業者との契約管理を行っているか

〇長崎県立学校情報セキュリティポリシーに基づいて
外部業者との契約を実施

不備なし 不備なし

12-4

組織は、ICT の業務処理統制として、入力される情報の
網羅性や正確性を確保する統制、エラーが生じた場合の
修正等の統制、マスター・データの保持管理等に関する
体制を構築しているか

〇長崎県立学校情報セキュリティポリシーに基づいて
重要性分類に応じた情報資産の管理を実施

不備なし 不備なし

ICTへの対
応

12

組織は、内部統制の目的
に係るICT 環境への対応
を検討するとともに、ICT
を利用している場合に
は、ICTの利用の適切性を
検討するとともに、ICT
の統制を行っているか

基本的要素 評価の基本的な考え方 評価項目 取組内容
評価結果



11

３．業務レベルのリスクマネジメントに関する事項

（１）教育庁リスクマネジメント

①業務レベルのリスクマネジメントの取組状況

  ア 契約事務等にかかる共通リスクへの対応（全庁的な共通リスク）

    財務に関する事務のうち、契約事務等については全所属に共通する事務であり、事務

ミス発生による対外的な影響等も比較的大きなものとなることから、全庁的な対応を図

ることとし、全所属において８つの共通リスクへの対応を「様式１：共通リスク対応状

況シート」により実施した。                  （記入例）

様式１：共通リスク対応状況シート【共通リスクから抜粋】 所属名 （記載例）

推進部局（教育政策課） 知事部局 知事部局

No. リスクの具体的内容
該当
有無

確認/意見内容 確認/意見内容 評価
判断理由・
不備の概要

発生原因 改善策 判定 意見 確認/意見内容

〇
各事業課の担当、担当班長及び担当課長等の
チェックを徹底する。

〇
特殊な積算方法等の情報共有化を徹底する。（共
有化）

送付用資料の封入前等、業者提示資料について
は、複数名での確認を必須とする（共有化）

〇
決裁者による確認がスムーズに出来るよう、関係
書類の前回との変更点を赤字等で明示する。

〇
施行伺に「設定有無の判断とその根拠」の項目を
設け、根拠の明記を徹底する。（可視化・共有化）

所属内の入札事務担当者を専任で設置する。（集
約化）

予定価格調書の余白に設定対象の費目（節）等
の注意書きを行う。（可視化、共有化）

ポータルサイトの入札・契約事務マニュアルを確
認して事務（起案）を行う。（共有化）

ポータルサイトの契約事務チェックリストを確認し
て決裁（チェック）を行う。（共有化）

〇
最低制限価格を設ける場合は根拠の施行伺への
明記を徹底する。

〇
資格審査期間の十分な確保のため、入札スケ
ジュールを所属内で協議のうえ設定する。（可視
化・共有化）

過去の資格審査基準について、明確かつシンプ
ルなものへの見直しを行う。（簡素化）

〇
資格審査確認シート（確認用ツール）の決裁文書
冒頭へ添付し、複数者でのエラーチェックの徹底
を行う。（可視化・共有化）

所属内の入札事務担当者を専任で設置する。（集
約化）

〇
ポータルサイトの入札・契約事務マニュアルを確
認して事務（起案）を行う。（共有化）

〇
ポータルサイトの契約事務チェックリストを確認し
て決裁（チェック）を行う。（共有化）

入札・契約保証金免除要件について、明確かつ
シンプルなものへの見直しを行う。（簡素化）

〇
物品管理室が実施する入札代行の活用等を行
う。（集約化）

所属内の入札事務担当者を専任で設置する。（集
約化）

〇
審査期間の十分な確保のため、入札スケジュー
ルを所属内で協議のうえ設定する。（可視化・共
有化）

〇
免除要件確認シート（確認用ツール）を決裁文書
冒頭へ添付し、複数者でのエラーチェックの徹底
を行う。（可視化・共有化）

ポータルサイトの入札・契約事務マニュアルを確
認して事務（起案）を行う。（共有化）

ポータルサイトの契約事務チェックリストを確認し
て決裁（チェック）を行う。（共有化）

〇
過去のミス事例を踏まえた、事前ミーティング（シ
ミュレーション）を行う。

〇
所属長等は「税込」「税抜き」等を明示した予定価
格調書の様式を使用する。 （可視化・標準化）

所属長等は決裁の際、契約事務チェックリストを
確認するとともに、公告・執行通知等の案の確認
を行う。（共有化）

〇
記入前の予定価格調書に「積算額（税込、税
抜）」を記入した付箋を貼付する。（可視化・共有
化）

〇
既存契約の更新を含め、契約書作成時は必ず財
務ポータルサイト内の契約書雛形（会計課通知）
をベースとした作成の徹底を図る。（標準化）

〇
共有ファイル内に契約執行状況一覧表（確認ツー
ル）を作成し、進捗状況、契約変更事案の発生等
の確認を行う。（共有化、可視化、標準化）

ポータルサイトの入札・契約事務マニュアルを確
認して事務（起案）を行う。（共有化）

ポータルサイトの契約事務チェックリストを確認し
て決裁（チェック）を行う。（共有化）

朝礼時等、定期的に、契約等の執行状況の所属
内共有し、進捗状況、契約変更事案の発生等の
確認を行う。（共有化、可視化）

〇
共有ファイル内に契約執行状況一覧表（確認ツー
ル）を作成し、進捗状況、契約変更事案の発生等
の確認を行う。（共有化、可視化）

ポータルサイトの入札・契約事務マニュアルを確
認して事務（起案）を行う。（共有化）

ポータルサイトの契約事務チェックリストを確認し
て決裁（チェック）を行う。（共有化）

〇
請求書支出決裁時において、契約状況の共有を
徹底し、進捗状況、契約変更事案の発生等の確
認を行う。

〇
請求書（納付書）の受付を一旦班長が行い、執行
管理表により、各担当の事務処理状況の管理を
行う。（可視化・共有化）

年度当初に定例的な支出の予定表を作成し、定
期的な執行管理を行う。（可視化・共有化）

〇
書類（請求書等）の処理期限について、所属のス
ケジューラーへの登録を徹底する。（可視化・共有
化）

請求書（納付書）の保管場所について、所属金庫
内の共用部分に改める。（可視化・共有化）

〇
所属内の請求書類は、専用のクリアファイルにて
一元管理し、専用キャビネットに保管する

【注意事項】
○該当有無欄：所属内で該当するリスクの発生余地が無い又は可能性が極めて低い場合に限り「無」を選択し、それ以外の場合は「有」とすること。「有」を選択した場合、例示するリスク対応策のうち所属で対応するリスクを２項目以上選択し、運用する。

自己評価のとおり8

【共通リスクNo.16】
●支出処理を失念するなどに
より出納機関等への持ち込み
が遅れ支払期限に間に合わ
ず、延滞金（小額）が発生す
る。

例）
①電気代の請求書を机の中
に保管したまま支出処理を失
念。支払期限よりも大幅に遅
延したため延滞金が発生し
た。（ただし金額は小額）
②補助金の支払が大幅に遅
れ、申請者とのトラブルが発
生した。

特に意見なし 特に意見なし 不備なし 不備なし 自己評価のとおり

自己評価のとおり7

【共通リスクNo.12】
●必要な契約変更手続きが
行われなかったことにより、本
来は必要のない費用負担を
負い、多大な損失が発生す
る。

例）
当初契約から、契約内容の変
更が発生しているものの必要
な契約変更手続きが行われ
ていなかった。

業務完了（完成）後に、契約
変更手続きを行った。

特に意見なし 特に意見なし 不備なし 不備なし 自己評価のとおり

自己評価のとおり6

【共通リスクNo.11】
●契約内容（手続き）の不備
により、当初想定していた契
約内容の適正な履行がなされ
ず、契約目的が達成されな
い。

例）
必要な契約書が作成されてい
ない。
契約内容の不備が判明する。
（必要条項の未掲載、仕様書
等の必要な書類が未添付
等）

運用上の不備あり
（重大なもの以外）

・誤って決裁前（修正前）の仕様
書を添付し、契約を締結

・リスク対応策である「担当者以
外の職員が確実に校合を行う」
が徹底できていなかった。（リス
ク対応策の運用が確実にでき
ていない）

・リスク対応策の課内での共有
を図った。
・チェックが確実に行える時間を
確保するため、計画的に業務を
行う

運用上の不備あり
（重大なもの以外）

自己評価のとおり

自己評価のとおり5

【共通リスクNo.8】
●入札又は見積もり合わせに
おける、予定価格又は比較価
格の記載誤り。

例）
消費税の算定等で誤った金
額を記載又は比較価格を記入
していないなど

不備なし 不備なし 自己評価のとおり

自己評価のとおり4

【共通リスクNo.13】
●入札における、入札保証金
又は契約保証金の免除にか
かる認定誤り。

例）
①要件を満たしていない書類
等により、入札保証金を免
除。（提出された契約書の写
しを誤って同種業務とみなし
ていた。）
②契約書の写しの確認のみ
で履行完了実績とみなしてい
た。

特に意見なし 特に意見なし 不備なし 不備なし 自己評価のとおり

自己評価のとおり3

【共通リスクNo.6】
●入札における、入札参加資
格の付与にかかる認定誤り。

例）
①入札参加資格の告示にお
いて定めた提出書類が揃って
いない又は不備がある状態に
もかかわらず、参加資格を与
える。
②参加資格がない者を指名し
て指名競争入札を行う

整備上の不備あり
（重大なもの以外）

・入札参加資格申請で履行実
績の書類を求めているが、契約
書（写）のみで資格を与えた。

・資格審査における書類や
チェックポイントの確認、チェック
不足

・資格審査確認シートを作成し、
添付書類とチェックのポイントを
明示し、確実にチェックを行う。

運用上の不備あり
（重大なもの以外）

自己評価のとおり

自己評価のとおり2

【共通リスクNo.7】
●入札又は見積もり合わせに
おける、最低制限価格の設定
要否の誤認。

例）
①最低制限価格の設定対象
ではない「修繕」にもかかわら
ず、誤って最低制限価格を設
定している。
②起工時、「履行確実性確保
価格」と設定すべきところを、
誤って「最低制限価格」と設定
していた。

有 特に意見なし 特に意見なし 不備なし 不備なし 自己評価のとおり

自己評価のとおり

リスク対応策 自己評価 評価部局

標準的なリスク対応策

1

【共通リスクNo.10】
●入札又は見積もり合わせに
おける、積算根拠資料の作成
誤り。

例）
誤った積算根拠資料を業者に
提示してしまい入札を取りや
め、再入札を行う。

有 特に意見なし 特に意見なし
運用上の不備あり
（重大なもの以外）

・変更契約にかかる積算時に税
抜額に請負率を乗じるべきとこ
ろ税込額で積算した。

「入札・契約事務マニュアル」の
確認不足
・決裁ラインのチェックが不十分

・積算資料の欄外に「参考」とし
てマニュアルの算出方法を転記
し、チェックを容易に行えるよう
にするとともに誤認を防ぐ。
・上記をもとに決裁ラインにおい
てチェックを確実に実施する。

運用上の不備あり
（重大なもの以外）

自己評価のとおり
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【様式２：リスク評価・対応シート】

①リスク識別・評価作業

　　過去経験

1

②リスクの要因分析と対応策の整備作業

③自己評価作業 ④評価作業（内部統制評価部局）

＜自己評価チェック項目＞

所属名 ○○課

№

発生リスクの識別区分
リスクの
具体的内容

リスク評価
（大または高：3　中：2　小または低：1）

区分№ 目的 分類 リスク 過去の定期監査指摘事項等 影響度
発生
可能性

評価
点数

341
財務報告等の
信頼性の確保

支出事務 支出 有

【二重払い】
・会議用のお茶代について業
者から未払いの連絡があり、
再発行された請求書により二
重払いが発生した。

業者からの入金未納の連絡をよく
確認せずに、再発行された請求書
により二重払いを行う。

2 3 5

リスク発生の主な要因・背景

リスク対応策の整備

リスク対応策 対応者

○請求書の件数が多く、発注者と支出担当が異なり、バラバラであるた
め、一元的な管理ができていない。
○発注と受理、請求書の受領と支出状況について、担当職員以外の職
員が把握できていない。

○請求書処理の際、施行伺を添付のうえ、支出処理し、一覧表を作成して支出管理す
る。
○施行伺（原本）に処理済を押印し、一括保管する。発注者（班長）が必ず受理し、履
行確認は発注者（受理者）が行うよう徹底する。

担当者
班長
所属長

評価者 ○○課長　○○○○ 評価者 ○○課長　○○○○

・所属内におけるリスク対応策の周
知徹底を行った。
・班長による発注の徹底と発注者に
よる履行確認を徹底した。

R5.3.1 自己評価のとおり

自己評価 最終評価

日付 評価 判断理由 改善事項 日付 意見 判定

④リスク対応策の運用により、過大な負担が発生していないか
・対応策等の検討・整備に一定の負担は発生したが、運用に関しては、特段の負
担には繋がっていない

〇

運用上の不備あ
り（重大なもの以

外）

区分 項目 評価内容 評価

整備
状況

①リスク対応策が整備されているか
（体制整備、例規等整備、ルール化等が実施されているか）

・運用開始直後に、所属内での対応ルール指示と周知を図った 〇

②リスク対応策が適正に適用されているか

R5.3.1
運用上の不備あ
り（重大なもの以

外）

年末に支出が集中し、一件約三千
円の二重払いが発生した。

・対応策は適正に適用されている 〇

③リスク対応策が機能しているか
（実務に則した対応策となっているか）

・対応策の運用に際して、特段支障はない 〇

⑤不適切な事項が発生する可能性が高い場合、それが「重大な不備」に
該当するか

・整備状況を踏まえると、不適切な事項が発生する可能性は高くない 非該当

運用
状況

①適正な運用が図られていない結果、不適切な事項が発生していない
か
（対応策の運用によりリスク低減効果が発揮されているか）

・年末に支出が集中し、少額の二重払い（一件約三千円）が発生した。 ×

②発生した不適切な事項は、「重大な不備」に該当するか ・少額であり速やかに戻入処理を行っており、重大な不備には該当しない 非該当

イ 「契約事務等にかかる共通リスク以外」の財務事務等にかかるリスク（個別リスク）

  各所属における所属固有のリスクについて１項目以上選定し、「様式２：個別リスク

評価・対応シート」により、リスク対応策の整備及び運用を実施した。

    令和５年度は、「業務の効率的かつ効果的な遂行」、「業務に関わる法令等の順守」「財

務報告等の信頼性の確保」、「資産の保全」の４つの目的について、計２７件のリスク対

応策に取り組んだ。

（記入例）
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②業務レベルのリスクマネジメントの評価

業務レベルのリスクマネジメントの有効性の評価は、評価基準日（令和６年３月３１

日）における整備上の有無及び評価対象期間（令和５年４月１日から令和６年３月３１日

まで）における運用上の不備の有無によって判断した。

その結果、整備及び運用上の不備は確認されなかったため、令和５年度についてはすべ

ての所属において有効に整備・運用されているものと評価した。

（※）参考

〇整備上の不備

リスクマネジメント（＝対応策）が存在しない、規定されている方針及び手続きではリスクマネジメントの

目的を十分に果たせない、規定されている方針及び手続きが適正に運用されていない状況であり、結果とし

て不適切な事項は生じていないものの不適切な事項を生じさせる蓋然性が高いことをいう。

〇運用上の不備

リスク対応策の整備段階で意図した効果が得られず、結果として不適切な事項が発生した事実をいう。

ア 契約事務等にかかる共通リスクへの対応（全庁的な共通リスク）

    評価の結果、全項目についてリスクなしが１所属、不備なく適正に整備・運用してい

る所属が１５所属であった。

  ※参考（令和４年度）：リスクなし１所属、運用上の不備（重大なもの以外）１所属、

不備なし１３所属

◇所属別の評価結果

（単位：所属、件）

全庁的な
共通リスク

個別リスク

16 16 －

15 16 －

0 0 0

0 0 0

重大なもの以外の不備あり 0 0 0

重大不備あり 0 0 0

0 0 0

重大なもの以外の不備あり 0 0 0

重大不備あり 0 0 0

1 0 1

全項目（８項目）リスクなし 1 0 1

未提出 0 0 0

運用状況

その他

評　　価

計

実施所属数

不備なし

不備あり（※）

整備状況
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イ 契約事務等にかかる共通リスク以外の財務事務等にかかるリスク（個別リスク）

   評価の結果、１６所属すべてが不備なく適正に整備・運用していることが確認できた。

   なお、項目別の評価結果は以下のとおりである。

◇項目別の評価結果（全庁的な共通リスクへの対応）

（単位：件）

不備なし 不備あり 不備なし 不備あり

1 積算根拠資料の作成誤り 15 0 15 0 1

2 最低制限価格の設定要否の誤認 11 0 11 0 5

3 入札参加資格の付与にかかる認定誤り 12 0 12 0 4

4 入札保証金又は契約保証金の免除にかかる認定誤り 13 0 13 0 3

5 予定価格又は比較価格の記載誤り 15 0 15 0 1

6 契約内容（手続き）の不備 15 0 15 0 1

7 契約変更手続きの不備 13 0 13 0 3

8 支出処理失念による支払遅延 15 0 15 1 1

109 0 109 1 19計

評　　価　　結　　果

運用状況整備状況NO.
契約事務等にかかるリスク
(全庁的な共通リスク） 全項目

リスクなし

◇項目別の評価結果（個別リスクへの対応）

（単位：件）

不備なし 不備あり 不備なし 不備あり

①プロセス 3 0 3 0
②ＩＣＴ管理 2 0 2 0
③その他 0 0 0 0
①事件 0 0 0 0
②書類・情報の管理 4 0 4 0
③予算執行 0 0 0 0
④契約・経理事務 0 0 0 0
⑤私費会計 0 0 0 0
⑥その他 0 0 0 0
①予算執行 1 0 1 0
②契約事務 2 0 2 0
③収入事務 1 0 1 0
④支出事務 6 0 6 0
⑤報告漏れ 1 0 1 0
⑥補助金等 3 0 3 0
⑦その他 0 0 0 0
①取得 0 0 0 0
②所管換え等 0 0 0 0
③貸付・使用許可 0 0 0 0
④借入 0 0 0 0
⑤管理 4 0 4 0
⑥処分 0 0 0 0
⑦その他の資産管理 0 0 0 0
⑧その他 0 0 0 0

27 0 27 0小　　　　　計

整備状況 運用状況

2 業務に関わる法令等の順守

3 財産報告等の信頼性の確保

4 資産の保全

No. 目　　的 分　類

評　　価　　結　　果

1 業務の効率的かつ効果的な遂行
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（２）県立学校リスクマネジメント

①業務レベルのリスクマネジメントの取組状況

  県立学校については財務に関する事務のうち、全所属に共通する事務の中から事務長会等

との協議・調整により選定した２つのリスクを共通テーマとして設定した。リスク対応策と

して各校共通の対応策に取り組むほか、各所属の実態にあわせて必要に応じて独自の対応策

を設け、「様式：リスク対応状況シート」により実施した。

ア 財務関係テーマ「委託契約事務の適正化」

    評価の結果、不備なく適正に整備・運用している所属が６７所属、整備上の重大なも

の以外の不備が確認された所属が１所属、運用上の重大なもの以外の不備が確認された

所属が４所属あったが、整備上及び運用上の重大な不備がある所属は確認されなかった。

    整備上の重大なもの以外の不備については、契約書作成の際に契約書に綴る仕様書、

様式の確認不足であり、これは決裁後の契約書の作成を担当者だけが行っていたことに

よるものであった。そのため、契約書を作成する際は担当者以外の確認を行うといった

対応策に取り組んでいる。

    一方、運用上の重大なもの以外の不備については、仕様書のチェックの不備に関する

ものや契約書作成の時期に関することであった。該当所属においてはチェックリストで

の確認の強化や事務室内でのチェック体制の強化の他、担当職員だけではなく事務室内

での体制を強化するなど、可視化、共有化による対応策に取り組んでいる。

イ 物品関係テーマ「県費外物品管理の適正化」

    評価の結果、不備なく適正に整備・運用している所属が６６所属、運用上の重大なも

の以外の不備が確認された所属が６所属あったが、整備上及び運用上の重大な不備があ

る所属は確認されなかった。

    運用上の重大なもの以外の不備については、担当の交代や関係職員への周知不足の他

【様式】リスク対応状況シート 学校名 〇〇高等学校

職名・担当者 事務長　〇〇〇〇

（１）財務関係

推進部局（教育政策課）

確認/意見 評価
判断理由・
不備の概要

発生原因 改善策 判定 意見

①施行伺起案前に事務室内で仕
様書の検討・協議を行い、施行伺
時に「R〇.〇.〇仕様書検討・協議
済」と表示する。（可視化）

②仕様書のチェックを読み合わせ
により行うことで、違和感に気付く
体制を作る。（共有化）

独
自
対
策

（２）物品関係

推進部局（教育政策課）

確認/意見 評価
判断理由・
不備の概要

発生原因 改善策 判定 意見

①職員に対し県費外物品の取得
及び処分の際の事務室への報告
を職員会議等で周知徹底する。
（共有化）

②私会計（PTA・生徒会・同窓会
等）支出伺に「管理物品一覧表登
記済」欄を作る。（標準化）

独
自
対
策

運用上の不備あり
（重大なもの以外）

自己評価のとおり

評価部局（関係課）

県費外
物品管
理の適
正化

県費で購入した物品
は登録・ラベル等を貼
付し適正に管理でき
るが、学校は教職員
以外、保護者・地域
等の出入りが多いこ
と、更に部費等での
購入物品等、事務室
が把握していない未
表示の物品が多く散
見される。

・県費外物品が発生
した場合の事務室へ
の報告の欠如
・年１回の物品点検
の形骸化

各
校
共
通

運用上の不備あり
（重大なもの以外）

県費外物品の取得に
ついて報告漏れがあ
り、物品点検の際に
判明することがあっ
た。

職員への周知不足の
他、担当が交代した
際に手続きに関する
引継ぎが不十分で
あった。

職員会議を利用し、
定期的に注意喚起を
図るほか、簡易な届
出の様式をポータル
サイトに掲載し、これ
まで担当者に口頭で
申し出るしかなかった
が必要事項をメール
等でも届出ができるよ
うにした。

不備なし 自己評価のとおり

テーマ リスクの具体的内容 要因・背景 リスク対応策
自己評価

委託契
約事務
の適正
化

予定価格の算定根拠
となる数量等が契約
履行時と異なってい
たり、委託業務の仕
様書の記載内容が曖
昧な表現であるため
に履行確認に支障が
生じる

関係通知やマニュア
ル等の内容に対する
認識不足がある。年
間委託契約業務など
繁忙期に行う業務の
ため、従前の仕様書
をそのまま使用し、間
違いが訂正されな
い。
契約業者において
も、慣習による業務が
行われるケースがあ
り、仕様書と違う履行
に気づきにくい。

各
校
共
通

不備なし

テーマ リスクの具体的内容 要因・背景 リスク対応策
自己評価 評価部局（関係課）
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共通理解の欠如により報告の漏れや様式の改正に対応できていなかったことであり、今

後ポータルのお知らせや職員会議により定期的に注意喚起を行い、周知徹底を図ること

としている。

（※）参考

〇整備上の不備

リスクマネジメント（＝対応策）が存在しない、規定されている方針及び手続きではリスクマネジメントの

目的を十分に果たせない、規定されている方針及び手続きが適正に運用されていない状況であり、結果とし

て不適切な事項は生じていないものの不適切な事項を生じさせる蓋然性が高いことをいう。

〇運用上の不備

リスク対応策の整備段階で意図した効果が得られず、結果として不適切な事項が発生した事実をいう。

◇所属別の評価結果

（単位：所属、件）

財務関係
テーマ

物品関係
テーマ

72 72 －

67 66 －

0 0 0

1 0 1

重大なもの以外の不備あり 1 0 1

重大不備あり 0 0 0

4 6 10

重大なもの以外の不備あり 4 6 10

重大不備あり 0 0 0

整備状況

運用状況

評　　価

計

実施所属数

不備なし

不備あり（※）


